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消防庁行政文書管理規則案 新旧対照表 

 

 

（傍線部分は改正部分） 

改 正 案 現   行 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 管理体制（第３条～第１１条） 

第３章 作成（第１２条～第１３条の２） 

第４章 整理（第１４条～第１６条） 

第５章 保存（第１７条～第１９条） 

第６章 行政文書ファイル管理簿（第２０条・第２１条） 

第７章 移管、廃棄又は保存期間の延長（第２２条～第２４条） 

第８章 点検・監査及び管理状況の報告等（第２５条～第２７条） 

第９章 研修（第２８条・第２９条） 

第１０章 公表しないこととされている情報が記録された行政文書の管理（第３

０条～第３１条） 

第１１章 補則（第３２条～第３４条） 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 （略） 

 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 管理体制（第３条～第１１条） 

第３章 作成（第１２条～第１３条の２） 

第４章 整理（第１４条～第１６条） 

第５章 保存（第１７条～第１９条） 

第６章 行政文書ファイル管理簿（第２０条・第２１条） 

第７章 移管、廃棄又は保存期間の延長（第２２条～第２４条） 

第８章 点検・監査及び管理状況の報告等（第２５条～第２７条） 

第９章 研修（第２８条・第２９条） 

第１０章 公表しないこととされている情報が記録された行政文書の管理（第３

０条～第３１条） 

第１１章 補則（第３２条～第３４条） 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 （略） 

 

第75回公文書管理委員会資料 
内閣府大臣官房公文書管理課 

資料１－１６ 

 



2 

（定義） 

第２条 （略） 

 

第２章 管理体制 

 

（総括文書管理者） 

第３条 消防庁に総括文書管理者１名を置く。 

２ 総括文書管理者は、次長をもって充てる。 

３ 総括文書管理者は、次に掲げる事務を行うものとする。 

（１）行政文書ファイル管理簿及び移管・廃棄簿の調製 

（２）行政文書の管理に関する内閣府との調整及び必要な改善措置の実施 

（３）行政文書の管理に関する研修の実施 

（４）組織の新設・改正・廃止に伴う行政文書の管理上必要な措置 

（５）行政文書ファイル保存要領その他この訓令の施行に関し必要な細則の整備 

（６）その他行政文書の管理及び行政文書の取扱いに関する事務の総括 

 

  （総括文書管理者代理） 

第３条の２ 消防庁に総括文書管理者代理１名を置く。 

２ 総括文書管理者代理は、総括文書管理者が指名する者をもって充てる。 

３ 総括文書管理者代理は、命を受け、消防庁における行政文書の管理の適正な実

施に係る総括文書管理者の事務を代理する。 

 

（副総括文書管理者） 

第４条 消防庁に副総括文書管理者１名を置く。 

２ 副総括文書管理者は、総務課長をもって充てる。 

３ 副総括文書管理者は、第３条前条第３項各号に掲げる事務について総括文書管

理者及び総括文書管理者代理を補佐するものとする。 

（定義） 

第２条 （略） 

 

第２章 管理体制 

 

（総括文書管理者） 

第３条 消防庁に総括文書管理者１名を置く。 

２ 総括文書管理者は、次長をもって充てる。 

３ 総括文書管理者は、次に掲げる事務を行うものとする。 

（１）行政文書ファイル管理簿及び移管・廃棄簿の調製 

（２）行政文書の管理に関する内閣府との調整及び必要な改善措置の実施 

（３）行政文書の管理に関する研修の実施 

（４）組織の新設・改正・廃止に伴う行政文書の管理上必要な措置 

（５）行政文書ファイル保存要領その他この訓令の施行に関し必要な細則の整備 

（６）その他行政文書の管理及び行政文書の取扱いに関する事務の総括 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（副総括文書管理者） 

第４条 消防庁に副総括文書管理者１名を置く。 

２ 副総括文書管理者は、総務課長をもって充てる。 

３ 副総括文書管理者は、前条第３項各号に掲げる事務について総括文書管理者を

補佐するものとする。 
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（主任文書管理者） 

第５条 消防庁に、主任文書管理者１名を置く。 

２ 主任文書管理者は、文書管理者の中から総括文書管理者が指名する。 

３ 主任文書管理者は、行政文書の管理に関する事務を総括する。 

 

（文書管理者） 

第６条 総括文書管理者は、所掌事務に関する文書管理の実施責任者として、文書

管理者を指名する。 

２ 文書管理者は、その管理する行政文書について、次に掲げる事務を行うものと

する。 

（１）保存 

（２）保存期間が満了したときの措置の設定 

（３）行政文書ファイル管理簿への記載 

（４）移管又は廃棄（移管・廃棄簿への記載を含む。）等 

（５）管理状況の点検等 

（６）行政文書の作成（第３章）、標準文書保存期間基準（以下「保存期間表」と

いう。）の作成（第１６条第１項）等による行政文書の整理その他行政文書

の管理に関する職員の指導等 

 

（文書管理担当者） 

第７条 各課に、文書管理担当者を置く。 

２ 文書管理担当者は、総括文書管理者が各課長の意見を聴いて指名する官職にあ

る者をもって充てる。 

３ 文書管理担当者は、文書管理者を補佐する。 

 

（文書取扱主任） 

 

（主任文書管理者） 

第５条 消防庁に、主任文書管理者１名を置く。 

２ 主任文書管理者は、文書管理者の中から総括文書管理者が指名する。 

３ 主任文書管理者は、行政文書の管理に関する事務を総括する。 

 

（文書管理者） 

第６条 総括文書管理者は、所掌事務に関する文書管理の実施責任者として、文書

管理者を指名する。 

２ 文書管理者は、その管理する行政文書について、次に掲げる事務を行うものと

する。 

（１）保存 

（２）保存期間が満了したときの措置の設定 

（３）行政文書ファイル管理簿への記載 

（４）移管又は廃棄（移管・廃棄簿への記載を含む。）等 

（５）管理状況の点検等 

（６）行政文書の作成（第３章）、標準文書保存期間基準（以下「保存期間表」と

いう。）の作成（第１６条第１項）等による行政文書の整理その他行政文書

の管理に関する職員の指導等 

 

（文書管理担当者） 

第７条 各課に、文書管理担当者を置く。 

２ 文書管理担当者は、総括文書管理者が各課長の意見を聴いて指名する官職にあ

る者をもって充てる。 

３ 文書管理担当者は、文書管理者を補佐する。 

 

（文書取扱主任） 
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第８条 各課に、文書取扱主任を置く。 

２ 文書取扱主任は、総括文書管理者が各課長の意見を聴いて指名する官職にある

者をもって充てる。 

３ 文書取扱主任は、文書の接受及び発送に関する事務に従事する。 

４ 総括文書管理者は、各課に二以上の文書取扱主任を置こうとする場合は、各課

の文書取扱主任の中から、他の文書取扱主任を総括する文書取扱主任を指名する

ものとする。 

 

（電子文書の接受及び発送に関する事務に従事する文書取扱主任） 

第９条 前条の規定にかかわらず、各課長は、必要と認める場合は、総括文書管理

者に電子文書の接受及び発送に関する事務に従事する文書取扱主任（以下「電子

文書取扱主任」という。）を別に指名することを求めることができる。 

２ 総括文書管理者は、前項の求めに応じて、電子文書取扱主任を指名することが

できる。 

 

（監査責任者） 

第１０条 消防庁に監査責任者１名を置く。 

２ 監査責任者は、総括文書管理者が指名する者総務課長をもって充てる。 

３ 監査責任者は、行政文書の管理の状況について監査を行うものとする。 

 

（職員の責務） 

第１１条 職員は、法の趣旨にのっとり、関連する法令及び訓令等並びに総括文書

管理者及び文書管理者の指示に従い、行政文書を適正に管理しなければならな

い。 

 

第３章 作成 

 

第８条 各課に、文書取扱主任を置く。 

２ 文書取扱主任は、総括文書管理者が各課長の意見を聴いて指名する官職にある

者をもって充てる。 

３ 文書取扱主任は、文書の接受及び発送に関する事務に従事する。 

４ 総括文書管理者は、各課に二以上の文書取扱主任を置こうとする場合は、各課

の文書取扱主任の中から、他の文書取扱主任を総括する文書取扱主任を指名する

ものとする。 

 

（電子文書の接受及び発送に関する事務に従事する文書取扱主任） 

第９条 前条の規定にかかわらず、各課長は、必要と認める場合は、総括文書管理

者に電子文書の接受及び発送に関する事務に従事する文書取扱主任（以下「電子

文書取扱主任」という。）を別に指名することを求めることができる。 

２ 総括文書管理者は、前項の求めに応じて、電子文書取扱主任を指名することが

できる。 

 

（監査責任者） 

第１０条 消防庁に監査責任者１名を置く。 

２ 監査責任者は、総務課長をもって充てる。 

３ 監査責任者は、行政文書の管理の状況について監査を行うものとする。 

 

（職員の責務） 

第１１条 職員は、法の趣旨にのっとり、関連する法令及び訓令等並びに総括文書

管理者及び文書管理者の指示に従い、行政文書を適正に管理しなければならな

い。 

 

第３章 作成 
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（文書主義の原則） 

第１２条 （略） 

 

（別表第１の業務に係る文書の作成） 

第１３条 （略） 

 

（適切・効率的な文書作成） 

第１３条の２ （略） 

 

第４章 整理 

 

（職員の整理義務） 

第１４条 （略） 

 

（分類・名称） 

第１５条 （略） 

 

（保存期間） 

第１６条 （略） 

 

第５章 保存 

 

（行政文書ファイル保存要領） 

第１７条 （略） 

 

（保存） 

第１８条 （略） 

（文書主義の原則） 

第１２条 （略） 

 

（別表第１の業務に係る文書の作成） 

第１３条 （略） 

 

（適切・効率的な文書作成） 

第１３条の２ （略） 

 

第４章 整理 

 

（職員の整理義務） 

第１４条 （略） 

 

（分類・名称） 

第１５条 （略） 

 

（保存期間） 

第１６条 （略） 

 

第５章 保存 

 

（行政文書ファイル保存要領） 

第１７条 （略） 

 

（保存） 

第１８条 （略） 
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（行政文書ファイル等の集中管理） 

第１９条 （略） 

 

第６章 行政文書ファイル管理簿 

 

（行政文書ファイル管理簿の調製及び公表） 

第２０条 （略） 

 

（行政文書ファイル管理簿への記載） 

第２１条 （略） 

 

第７章 移管、廃棄又は保存期間の延長 

 

（保存期間が満了したときの措置） 

第２２条 （略） 

 

（移管又は廃棄） 

第２３条 （略） 

 

（保存期間の延長） 

第２４条 （略） 

 

第８章 点検・監査及び管理状況の報告等 

 

（点検・監査） 

第２５条 （略） 

 

（行政文書ファイル等の集中管理） 

第１９条 （略） 

 

第６章 行政文書ファイル管理簿 

 

（行政文書ファイル管理簿の調製及び公表） 

第２０条 （略） 

 

（行政文書ファイル管理簿への記載） 

第２１条 （略） 

 

第７章 移管、廃棄又は保存期間の延長 

 

（保存期間が満了したときの措置） 

第２２条 （略） 

 

（移管又は廃棄） 

第２３条 （略） 

 

（保存期間の延長） 

第２４条 （略） 

 

第８章 点検・監査及び管理状況の報告等 

 

（点検・監査） 

第２５条 （略） 
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（紛失等への対応） 

第２６条 （略） 

 

（管理状況の報告等） 

第２７条 （略） 

 

第９章 研修 

 

（研修の実施） 

第２８条 （略） 

 

（研修への参加） 

第２９条 （略） 

 

第１０章 公表しないこととされている情報が記録された行政文書の管理 

 

（特定秘密である情報を記録する行政文書の管理） 

第３０条  （略） 

 

（特定秘密以外の公表しないこととされている情報が記録された行政文書のうち

秘密保全を要する行政文書の管理） 

第３１条 （略） 

 

第１１章 補則 

 

（文書の起案等の取扱い） 

 

（紛失等への対応） 

第２６条 （略） 

 

（管理状況の報告等） 

第２７条 （略） 

 

第９章 研修 

 

（研修の実施） 

第２８条 （略） 

 

（研修への参加） 

第２９条 （略） 

 

第１０章 公表しないこととされている情報が記録された行政文書の管理 

 

（特定秘密である情報を記録する行政文書の管理） 

第３０条  （略） 

 

（特定秘密以外の公表しないこととされている情報が記録された行政文書のうち

秘密保全を要する行政文書の管理） 

第３１条 （略） 

 

第１１章 補則 

 

（文書の起案等の取扱い） 
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第３２条 （略） 

 

（法律又はこれに基づく命令による適用除外） 

第３３条 （略） 

 

（細則） 

第３４条 （略） 

 

 

附 則 

１ この訓令は、平成２３年４月１日から施行する。 

２ この訓令の施行により、従前の消防庁文書管理規則（平成１３年消防庁訓令第

２号）は廃止する。 

 

附 則（平成２７年４月１日消防庁訓令第２号） 

１ この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ 消防庁行政文書取扱規則（平成２３年消防庁訓令第２号）の規定に基づき指定

された極秘行政文書及び秘行政文書は、それぞれこの訓令の規定に基づき指定さ

れた極秘文書及び秘文書とみなし、平成３０年３月３１日までに秘密期間の定め

その他この訓令に規定された措置を講ずるものとする。 

 

附 則（平成３０年４月１日消防庁訓令第１号） 

１この訓令は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成３１年〇月〇日消防庁訓令第〇号） 

 この訓令は、平成３１年４月１日から施行する。 

第３２条 （略） 

 

（法律又はこれに基づく命令による適用除外） 

第３３条 （略） 

 

（細則） 

第３４条 （略） 

 

 

附 則 

１ この訓令は、平成２３年４月１日から施行する。 

２ この訓令の施行により、従前の消防庁文書管理規則（平成１３年消防庁訓令第

２号）は廃止する。 

 

附 則（平成２７年４月１日消防庁訓令第２号） 

１ この訓令は、平成２７年４月１日から施行する。 

２ 消防庁行政文書取扱規則（平成２３年消防庁訓令第２号）の規定に基づき指定

された極秘行政文書及び秘行政文書は、それぞれこの訓令の規定に基づき指定さ

れた極秘文書及び秘文書とみなし、平成３０年３月３１日までに秘密期間の定め

その他この訓令に規定された措置を講ずるものとする。 

 

附 則（平成３０年４月１日消防庁訓令第１号） 

１ この訓令は、平成３０年４月１日から施行する。 

 

（新設） 

 


